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今日お話をしたいこと(1/2)

〇 エネルギーとは何か
エネルギーの種類・文明とエネルギー利用

〇 世界はエネルギーを必要としている
人口予測、エネルギー消費量推移・展望、資源埋蔵量、
電力化率

〇 日本のエネルギーの実情と課題
20世紀後半以降の供給量・資源利用の変遷、
省エネ、化石燃料輸入先、原油価格変動、供給構成と自給率、
電化率・電源別構成、電源別エネルギー収支比、備蓄量
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今日お話をしたいこと(2/2)

〇我が国のエネルギー政策

エネルギー基本計画、エネルギー資源の選択（Ｓ＋３Ｅ）、

第5次エネルギー基本計画

〇再生可能エネルギー

現状、太陽光と風力の特性、課題解決

〇原子力

現状、震災後の電源構成・需給構造・温室効果ガス排出量

・貿易収支、原子力発電は何故必要か

〇北海道胆振東部地震に伴う北海道大停電
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5

エネルギー資源を単にエネルギーということもある





文明とエネルギー利用

人類とエネルギーのかかわり

7原子力・エネルギー図面集より

電気の利用 水主火従 火主＋原子力・水従

火の使用・約50万年前（最初のエネル
ギー革命）
農業・牧畜・都市革命 約1万年前
技術・産業革命 約300年前
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73.5億人（2015年） ➡ 112億人（2100年）

日本原子力文化財団図面集2017



資源エネルギー庁 エネルギー白書2018

133億ﾄﾝ



資源エネルギー庁 エネルギー白書2018

133億ﾄﾝ



資源エネルギー庁 エネルギー白書2018

IEA：国際エネルギー機関 BP：英国ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾍﾟﾄﾘｱﾑ社
EIA：米国エネルギー省情報局 IEEJ：日本エネルギー経済研究所



BP統計2018 OECD/IAEA「Uranium 2018」



14
出典：日本原子力文化財団 「原子力･エネルギー」図面集2017年版



資源エネルギー庁 エネルギー白書2018

電化率％＝電力消費÷最終エネルギー消費×100

日本：25.7％ 2016年
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資源エネルギー庁 エネルギー白書2018



17出典：日本原子力文化財団「原子力・エネルギー」図面集2016年版
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明治維新後の一次エネルギー供給量の推移
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20世紀後半以降のエネルギー資源利用の変遷
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第5次エネルギー基本計画 資料 より

1940年代までは水主火従・1950年代に火主（石炭主）水従へ
1960年～90年代は石炭、石油、天然ガス、原子力時代ミックスへ
21世紀は地球温暖化抑制が課題・四半期以降は脱炭素に



資源エネルギー庁 「総合エネルギー統計」



日本は省エネも進んでいるが需要も増えている
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資源エネルギー庁 エネルギー白書2015



資源エネリギー庁 総合エネルギー統計2017





日本原子力文化示談 原子力エネルギー図面集2018



ホルムズ海峡＝エネルギー生命線

日本向け：原油9割、液化プロパンガス8割、
液化天然ガス２割
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石油輸送のリスク



資源エネリギー庁 総合エネルギー統計2017
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出典； 資源エネ庁 日本のエネルギー２０１7

主要国の一次エネルギー自給率 日本は34位



30資源エネリギー庁 総合エネルギー統計を基に作成

電化率％＝電力消費÷最終エネルギー消費×100
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電源のエネルギー収支

32

EPR: Energy Profit Ratio
利用により得られるエネルギーと取
り出すためのエネルギーとの比



経済産業研究所講演資料（2014.6最近のエネルギー情勢とエネルギー基本計画の概要）より
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エネルギー基本計画

〇1970年代の2回の石油危機、1990年代の新たな地球温暖化・電力自由

化問題を受け、エネ2002年4月：「エネルギー政策基本法」施行

エルギー施策を長期的、総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

〇国は「エネルギー基本計画」を策定し3年毎に見直す。

2003年10月（第一次）

2007年3月（第二次）：原子力の導入、再生可能エネルギーの利用拡大、化石燃料の安

定供給確保

2010年6月（第三次）：エネルギー自給率を約７０％とする、ゼロ・エミッション電

源（原子力・再エネ）の比率を約７０％とする

2014年４月（第四次）：東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を受け

、2030年目標を策定（再エネ22～24%。原子力20~22%、化石56%）

2018年7月（第五次）：第4次2030年長期エネルギー需給見通しの実現と2050年を見

据えたシナリオの設計



エネルギー資源の選択
• 持続性のある発展を目指し、最適なエネルギー資源群を
選択し組合せる⇒エネルギー・ミックス

• 資源選択の４要素 Ｓ＋３Ｅ
• Ｓ 安全性 Safety
• ３Ｅ 供給安定性 Energy Security

経済性 Economic Efficiency 
環境適合性 Environment Protection

• より高度なＳ＋３Ｅ（第5次エネルギー基本計画）
• 安全性 ：国民が受容可能な安全レベル・安全目標

• 安全最優先＋技術・ガバナンス改革による安全の革新
• 供給安定性：震災前の自給率

• 資源自給率＋技術自給率向上／選択肢の多様化確保

• 経済性 ：国際競争力ある料金
• 国民負担抑制＋自国産業競争力の強化

• 環境適合性：GHG（Green House Gas）削減目標達成
• 環境適合性＋脱炭素化への挑戦

2030年度達成目標：天然ガス27% 石炭26%
石油3% 再エネ22～24% 原子力20～22%
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第5次エネルギー基本計画 2018/7/3 より
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再生可能エネルギーの現状



変動型再エネ・太陽光と風力の特性

• 発電量：太陽光は夜間ゼロ、太陽光、風力とも天
候次第
• 需要に応じた発電ができない

• バックアップ電源が必要
• 安定電源 火力 ⇒ CO2低減にならない

• 貯蔵 バッテリー 揚水発電など

• このような構造的要因により高コスト化（FITでカ
バー）

• 変動型再エネの特徴
• 発電時は一斉に同じように発電・重複、余剰が生ずる
「共喰い現象」

• 設備容量が需要容量を超えると発電量が過剰になる

• 間欠発電からの供給を優先すると、バックアップ電源
の経済性が低下

• 2050年に向け経済的に自立化した主力電源化必須 40
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震災後のエネルギー需給構造の変化

• 震災後一次エネルギー
の自給率が約1/3に低
下

• 貿易収支値が赤字転落、
経常収支も大幅に低下

• この傾向は現在も継続

出展：経済産業省資料「日本のエネル
ギーのいま」、エネルギー白書
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自給率

貿易収支と経常収支
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北海道胆振東部地震に伴う
北海道大停電について

平成30年9月6日に全道広域大停電が

発生し3日間にわたり市民生活、企

業活に大きな影響を及ぼした。

一体何が起こったのか。



「平成 30 年9月6日 北海道胆振東部地震」（M6.7、深さ 37km、最大震度７） 気象庁作成



電力供給

電力需要

常に水面（周波数）
が一定となるように

需給を調整





ﾌﾞﾗｯｸｱｳﾄ発生
9月6日3時25分

9月6日3時7分

①苫東2，4号致死、本州からの電力融通、負荷切り離し
②-1需要増加、中央給電指令による火力出力増加
②-2苫東1号機出力低下、負荷切り離し
③苫東1号停止、負荷切り離すも効果なし、運転中火力

/水力停止、北本連系設備停止



• ⓪地震発生時、北海道電力管内では310万KWの電力が使わ
れており、これを各火力、水力、風力発電所が供給し
ていた。苫東厚真石炭火力発電所は内165万KWを発電
（ 207万KWの泊原子力発電所は認可遅れで停止中））

• ①苫東厚真2，4号機が地震によるタービンの振動で自動停止。

1号機もボイラー管損傷で出力低下。電力の需給バランス

が崩れ系統の周波数が低下。

・北本連系設備を介して本州側から緊急的に電力を受電

・周波数低下リレーが作動し負荷遮断を行う

・地震による地絡事故で、道東及び北見エリアが停電

・周波数低下の影響で風力発電が停止

↓

トータルの需給バランスが改善され周波数低下が一時的に回復





•② -1

・送電線事故復旧により道東及び北見エリア復電

・周波数回復後需要増加（情報収集のための照明・テレビ等によ

るものと推定される）により周波数が徐々に低下

・中央給電指令所の指令により火力の出力が増加

↓

周波数回復

• ②-2

・苫東厚真1号機のさらなる出力低下により周波数が低下

・周波数低下リレーが作動し2回目の負荷遮断を行う

↓

周波数回復するも安定せず



•③

・苫東厚真1号機が停止したため、再び周波数が低下

・周波数低下リレーが作動して 再度追加の負荷遮断を行うも

周波数の回復を見込める切り離し量は残っておらず周波数

が低下

・運転していた火力発電所が周波数低下に伴う過可励磁防止の

ため自動停止。また、水力も周波数低下で自動停止

・電源がなくなり他励方式の北本連系設備 も停止

↓

供給力が全て喪失しブラックアウト発生



本日のテーマに関心を持っていただき
誠に有難う御座いました
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